
「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」
に基づく施策のフォローアップについて（概要）

令和４年12月22日

○ 「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」（平成28年２月９日
国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議決定）に基づく施策（重点プロジェク
ト）について、各府省庁における令和３年度の取組状況と今後の取組方針を整理し
たもの。（詳細は資料１－２を参照）

○ 本資料は2022年３月31日時点のものである。

資料１－１







３．感染症危機管理体制強化プロジェクト

BSL4施設を有する国立感染症研究所を中心とした危険性の高い病原体等の検査体制の強
化及び予防・治療等に係る業務の推進
＜令和３年度における取組状況＞（厚生労働省、警察庁）
✔ 地域とのリスクコミュニケーションを丁寧かつ慎重に図りつつ、BSL4施設を有する国立感染症研究所村山庁舎全体の安全対策を強化・維持すると

ともに、検査診断面において確実な体制を構築。

✔ 国内におけるエボラ出血熱等の一類感染症の検査実施、治療・予防等の開発等の実施のため、海外のBSL4施設との検査・研究における協力

関係の構築等により国際連携を推進。

＜今後の取組方針＞

✔ 引き続き、BSL4施設の安全対策を強化、検査診断面の体制の構築とともに、国内での検査の実施、治療・予防等の開発等のための

国際連携を推進。

海外における感染症情報の収集・分析・評価・提供の強化、感染症に係る専門的な相談体制
の整備
＜令和３年度における取組状況＞（内閣官房、外務省、厚生労働省）
✔ 国立感染症研究所や関係省庁と速やかな情報共有が可能な体制を維持し、在外公館から報告された情報を関係省庁に速やかに共有。

在外邦人に対して健康安全講話をオンライン形式で実施。

✔ 流行が継続している新型コロナウイルス感染症に対応するため、「新型コロナウイルス感染症対策分科会」や「新型コロナウイルス感染

症対策アドバイザリーボード」等を開催。

✔ 国内対策や国際的な対応が必要となった場合に関係省庁が連携して専門的な相談が迅速かつ円滑に行えるよう、検討会等を通じて

専門家への相談体制を構築。

＜今後の取組方針＞

✔ 現在の情報共有体制を維持し、海外における感染症情報を速やかに共有。在外邦人のニーズをとらえた健康安全講話等を引き続き実施。

✔ 新型コロナウイルス対策に専門家との連携を密にして取り組むとともに、国際的な状況を踏まえ対応が必要となる感染症について、

引き続き、専門家への相談体制の構築を促進。 ３





５．感染症国内対処能力強化プロジェクト

薬剤耐性（AMR）対策の推進

＜令和３年度における取組状況＞（内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省）
✔ 「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」に基づき、６つの分野（普及啓発・教育、動向調査・監視、感染予防・管理、抗微生物剤の適正

使用、研究開発・創薬、国際協力）に関する目標を実現するための取組を推進。

＜今後の取組方針＞

✔ 引き続き、「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」に基づき取組を推進するとともに、令和４年度末完了を目途に、「薬剤耐性(AMR）

対策アクションプラン」改定に向けた作業を実施。

※ 詳細は、「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」のフォローアップを参照

感染症対応能力向上のための体制の整備

＜令和３年度における取組状況＞（厚生労働省、防衛省）
✔ 検疫所において、新型コロナウイルス感染症への対応をはじめとする人的体制の強化や、感染拡大防止のために必要な設備等（アイ

ソレータ付き車椅子、患者搬送車両等）に必要な予算を確保。

✔ 薬剤耐性（AMR）臨床リファレンスセンターが全国保健所長会協力事業AMR対策等推進事業班と協力し、薬剤耐性対策を学ぶ

グループワーク教材を開発。AMR臨床リファレンスセンター情報・教育支援室長が国立保健医療科学院の自治体担当者を対象とした

「感染症集団発生対策研修」の講師を担当。

✔ 防衛医科大学校病院は、新型コロナウイルス感染症の重症例を受け入れ、実践を通じた医官教育を実施

＜今後の取組方針＞

✔ 新型コロナウイルス感染症等の発生・流行状況を踏まえ、水際対策に必要な物的・人的体制の計画的な整備を引き続き推進。

✔ 引き続き、薬剤耐性（AMR）臨床リファレンスセンターにて、医療分野のAMR対策推進のために必要な体制を整備。

✔ 引き続き、防衛医科大学校病院及び自衛隊中央病院における感染症対応能力を維持・向上。
５



まとめ

「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」に基づく施策のフォロー

アップについて、新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴い、一部取組に影響が

生じたものの、全般的に着実に進捗。

本基本計画については、計画期間を令和４年度末まで延長し、令和４年度末完了を

目途に、改定に向けた作業を行うこととしている。

✔ イタリア議長下で第３回G20財務大臣・保健大臣合同会合が2021年10月29日に開催され、包摂的で
強靭な国内保健システムの強化、G20共通理解文書へのコミットメントを含めたUHCの推進にコミット。

さらに、将来のパンデミックへのPPRを強化すべく、財務・保健当局の連携強化等を目的とした「G20

財務・保健合同タスクフォース」の設立に合意。本会議の成果はサミットに提出、首脳宣言に記載。

✔ 国立研究開発法人国立国際医療研究センター（NCGM）内にあるグローバルヘルス人材戦略セン

ターにおいて、個別キャリア相談に加えて、 国立感染症研究所感染症危機管理研究センターと国際

感染症分野のキャリアアップセミナーを共催。国際機関等での採用に貢献。

✔ BSL4施設を有する国立感染症研究所村山庁舎全体の安全対策を強化・維持するとともに、検査診断

面において確実な体制を構築。

✔ 長崎大学のBSL４施設整備が2021年７月に竣工。BSL4施設を中核とする長崎大学高度感染症研究

センターを、2021年10月、新興感染症制御研究の共同利用・共同研究拠点に文部科学大臣が認定。

引き続き、BSL４の稼働のための作業を実施。

✔ 検疫所において、新型コロナウイルス感染症への対応をはじめとする人的体制の強化や、感染

拡大防止のために必要な設備等（アイソレータ付き車椅子、患者搬送車両等）に必要な予算を確保。
６


